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27,000 人のうち約 8 割が生存していたが、消防・警察・自衛隊が救出した 8,000 人の約半
数が亡くなられたとの情報がある。震度 7 を記録した震源直近の淡路島の北淡町では、多
くの人々が倒壊家屋に生き埋めとなったが、地元住民は瓦礫の下から約 300 人を救出し、 
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図 1 阪神・淡路大震災における生き埋めや閉じ込められた際の救助主体 
 














































 ここで、消防団と自主防災組織について現状を確認する。平成 26 年版防災白書によれ
ば、消防団は平成 25 年度に団員数が 90 万人を切っているほか、30 代以下の団員が 6 割
を切っている。平成元年には団員数は 100 万人あり、また昭和 50 年当時は 30 代以下の団
員が 8 割だったことと比較すると団員数の減少、平均年齢の上昇が明白である。（図 2、
図 3） 
 
図 2 消防団員数の推移 
 
（平成 26 年版防災白書より作成） 
 
 
図 3 消防団員年齢構成比率の推移 
 
（平成 26 年版防災白書より作成） 
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図 4 自主防災組織の推移 
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12 『日本のソーシャル・キャピタルと政策 ～日本総研 2007 年全国アンケート調査結果
報告書』、平成 20 年 3 月、日本総合研究所 
13 本稿の最後に脚注 13 のソーシャル・キャピタル指数を添付 












































地縁的な活動への参加状況 〇 〇 〇







基本統計量 統合指数 ﾎﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ指数 ﾌﾞﾘｯｼﾞﾝｸﾞ指数 社交性指数
標本数 47 47 47 47
標準偏差 0.454 0.731 0.818 0.516
最小値 -0.757 -1.543 -2.138 -0.981
最大値 1.301 1.924 1.832 1.530
統合指数 ﾎﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ指数 ﾌﾞﾘｯｼﾞﾝｸﾞ指数 社交性指数
統合指数 1 0.610 0.500 0.776
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例えばボンディング指数では、福井県 1.23、岡山県 1.92、佐賀県 1.16 などと他県に比
較して高い。そのうち福井県と佐賀県ではブリッジング指数が-0.91 と-1.92 とマイナスと 
なっており、社交性指数も-0.84、-0.63 とマイナスとなっている。したがって、これら 2 
県は結合型ソーシャル･キャピタルのみが充実した地域といえる。しかし、岡山県ではボン





































































































































































ﾎﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ ﾌﾞﾘｯｼﾞﾝｸﾞ 社交性 統合指数









図 6 特徴的なソーシャル・キャピタル指数を示した県の設問項目で比較した 
レーダーチャート図 
 
栃木県：すべての指数がマイナス  茨城県：すべての指数がほぼゼロ 
 
 



































































い値のため、社交性指数は全国的にも高いレベルの 0.45 となっている。 
岡山県は、唯一すべてのソーシャル・キャピタル指数がプラスの県である。特にボンデ
ィング指数、社交性指数、統合指数は全都道府県で最も高い。これは、②地縁的な活動へ























人的大被害 i＝α＋β・罹災者数 i＋Σhγh・地域特性 h、i＋δ・ＳＣ指数 i＋μi 
（α：定数項、μ：誤差項、i：都道府県サンプルの ID、h：地域特性変数の ID） 
 
分析に当たっては日本総研（2007）のソーシャル・キャピタル指数を用いるため、変数
は基本的には 2007 年のデータを、人口等に関するデータは 2005 年の国勢調査結果を用い
ている。47 都道府県のクロスセクションデータであるため、誤差項の不均一分散を考慮す
る必要がある。そこで本稿では 2 種類の検定（White 検定と Breusch-Pagan 検定）を実
施し、検定結果に応じて不均一分散頑健標準誤差を用いたｔ検定を行った。分析に用いた




















































災者数が 10 人と 100 人のように 10 倍の差がある 2 つの県の人的大被害がどちらも 0 人で
あったとする。このような場合、上記の比率を用いるとどちらの県の被説明変数とも 0 と
なってしまう。しかしながら、罹災者数が 10 人で人的大被害が出なかったケースと 100





縄県では 16 人、奈良県では 3 人と開きがある。この違いについて、表 3 で挙げた地域特
性やソーシャル・キャピタル指数で説明しようというのが、本稿の実証分析の意図である。 
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災害対策に影響があると考えられる地域の社会的特性を表すものとして表 3 に示す 10
変数を採用した。変数としては、地域住民の人口構成、災害対策に関与する行政やそれに

























罹災者 民生委員 カバー率 福祉職員比 人口 面積 単独世帯割合 65歳以上 消防吏員 警察官数 消防分団数
罹災者 1 -0.013 -0.120 -0.157 0.000 0.161 -0.133 0.180 0.099 -0.105 -0.176
民生委員 1 -0.186 -0.651 -0.843 0.322 -0.378 0.808 0.399 -0.264 -0.309
カバー率 1 0.040 0.304 0.031 0.051 -0.191 -0.256 -0.021 0.255
福祉職員比 1 0.567 -0.517 0.370 -0.583 -0.200 0.431 0.322
人　口 1 0.007 0.520 -0.759 -0.227 0.288 0.343
面　積 1 -0.111 0.303 0.370 -0.373 -0.456
単独世帯割合 1 -0.586 -0.045 0.681 0.393
６５歳以上 1 0.392 -0.276 -0.334

















いて推計したものがモデル 1、ボンディング指数がモデル 2、ブリッジング指数がモデル 3、




人的被害を抑制できていると推察された。これは、モデル 1 の統合指数が 5％水準で有
意であったことよりも、より強く影響を及ぼしていると考えられる。モデル 4 の社交性指
数の係数は－3.276 であり、モデル 1 の統合指数の係数－2.544 よりも大きく、統合指数
を構成する質問項目が 9、社交性指数を構成する質問項目が 4 と項目数が社交性指数の方
が少ないにも関わらず優位性が高かったことになる。これは、社交性指数が統合指数より
も防災にとって、より適切な項目を選択できていたことを表している。 
地縁的なつながりを示すボンディング指数を用いたモデル 2 では 10％水準でソーシャ
ル・キャピタル指数が有意に影響をしていた。しかし、ブリッジング指数を用いたモデル
3 では、ソーシャル・キャピタルの影響は有意ではなかった。 
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表 5 ソーシャル・キャピタル指数による推計結果 
 
説明変数 モデル１ モデル２ モデル３ モデル４
定数項 7.236 13.105 8.683 6.073
[14.543] [17.687] [15.377] [13.532]
罹災者 0.010 *** 0.008 *** 0.010 *** 0.011 ***
[0.002] [0.002] [0.002] [0.022]
民生委員 -0.065 ** -0.077 *** -0.058 * -0.055 **
[0.029] [0.027] [0.030] [0.026]
カバー率 -0.063 ** -0.060 * -0.046 -0.068 **
[0.029] [0.033] [0.030] [0.027]
福祉職員比 0.114 0.036 0.163 0.141
[0.232] [0.213] [0.245] [0.213]
人　口 -0.085 -0.086 -0.084 -0.083
（対数） [0.066] [0.053] [0.070] [0.062]
面　積 1.626 1.003 1.246 1.492
（対数） [1.503] [1.315] [1.582] [1.386]
単独世帯割合 0.540 ** 0.513 ** 0.513 ** 0.621 ***
[0.233] [0.198] [0.250] [0.220]
６５歳以上 0.364 * 0.455 ** 0.266 0.362 *
[0.195] [0.211] [0.200] [0.178]
消防吏員 -0.033 -0.018 -0.013 -0.049
[0.037] [0.050] [0.038] [0.035]
警察官数 -0.075 ** -0.072 ** -0.068 ** -0.082 ***
[0.028] [0.030] [0.030] [0.026]
消防分団数 0.097 0.059 0.059 0.122 *
[0.070] [0.064] [0.073] [0.066]
新潟県ダミー 159.700 *** 184.900 *** 158.000 *** 132.100 ***
[44.157] [39.744] [47.590] [42.172]
石川県ダミー 37.490 *** 43.720 *** 34.790 *** 30.400 ***









obs 47 47 47 47
adj R
2 0.998 0.998 0.997 0.997
White 35.050 41.362 ** 33.970 36.037
















































































 第 4 章で、災害リスクガバナンスを推進するに当たって地域コミュニティでの地縁的な
活動の充実と、防災や減災などの災害に対応するボランティアや NPO 活動の有用性につ


















ームページによれば、当面 10 年間で 30 万人の防災士を輩出する計画があり、平成 28 年
3 月末で全国の認証者は約 109,093 人、栃木県の認証者は 1,785 人である。図 9 によると、

















                                                   
15 インタビューは平成 28 年 6 月 27 日に実施。 
16 日本防災士機構のホームページより。 
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図 9 都道府県別防災士認証取得者数 
 





平成 28 年 3 月時点の栃木県内の認証者数は 1,785 人となっている。市町別の登録者の状
況を図 10 に示した。栃木県内の人口の約 1/4 が在住している宇都宮市の認証者は人口比
では極めて少ない。栃木市、日光市、大田原市、那須塩原市及びさくら市の認証者は多い
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図 10 栃木県内の防災士認証者の市町別登録者数（2016.3.31 現在） 
 































































































































































                                                   
17 宇都宮市議会平成 26 年第 4 回定例会議事録（第 2 日目 6 月 17 日）より。 
18 同上 












第 6 章 災害リスクガバナンスとソーシャル・キャピタル 
6-1. ソーシャル・キャピタルを自治体のガバナンスに取り込む 





























































                                                   
19 平成 24 年 7 月 12 日，厚生労働省健康局がん対策・健康増進課 地域保健室 
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/0000049512.pdf 
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図 11 自助・公助・共助に関する対策の意識 
 










 ところで人材育成に努める地方公共団体の状況だが、図 12 に総務省による地方公共団
体総職員数の平成 6 年度からの推移を示した。状況は減少の一途であり、平成 6 年度から
26 年度の 20 年間で約 16％、54 万人の減少である。特に一般行政部門及び公営企業等会
計部門は、組織の見直しや民間移譲・民間委託等により減少しており、一般行政部門では





























図 12 地方公共団体総職員数の推移 
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北海道 0.38 -0.04 0.97 -0.20 0.07 0.24 -0.45 -0.57 -0.51 -0.96 -0.17 -0.56 -0.28 -0.29 0.40
青森県 0.04 0.86 -1.00 1.20 -0.77 0.06 0.88 -0.05 0.42 -0.22 -1.56 -0.89 -0.14 -0.09 -1.28
岩手県 -1.00 -1.78 0.79 -1.90 0.73 -0.63 -0.55 0.71 0.08 -0.06 -0.43 -0.25 -0.27 -0.53 0.18
宮城県 -0.26 -0.80 0.15 0.01 -1.09 -0.40 -0.13 -0.15 -0.14 -0.22 0.40 0.09 -0.15 -0.24 0.28
秋田県 -0.65 1.55 0.71 -0.25 0.38 0.35 0.28 -0.68 -0.20 -0.22 0.56 0.17 0.11 -0.44 0.64
山形県 1.11 0.41 -0.37 2.11 0.89 0.83 -0.66 -0.42 -0.54 0.19 0.44 0.32 0.20 0.65 0.03
福島県 1.47 0.82 -0.75 0.38 0.29 0.44 3.01 1.08 2.05 -0.10 1.12 0.51 1.00 0.69 0.19
茨城県 0.14 0.08 0.23 -0.17 0.07 0.07 -0.38 0.17 -0.10 0.01 0.10 0.06 0.01 0.07 0.17
栃木県 -0.89 -1.76 -0.44 -0.44 -1.09 -0.92 0.15 -0.15 -0.00 -1.13 -1.56 -1.35 -0.76 -1.01 -1.00
群馬県 -0.63 -0.17 -1.50 -0.48 0.05 -0.54 0.43 0.33 0.38 -0.29 -0.64 -0.46 -0.21 -0.46 -1.07
埼玉県 -0.50 -0.85 -0.75 0.16 0.71 -0.25 -0.32 0.02 -0.15 -0.43 -0.24 -0.33 -0.24 -0.46 -0.50
千葉県 -0.78 -0.18 0.09 -0.49 -0.61 -0.40 -0.48 0.19 -0.14 -0.70 -0.62 -0.66 -0.40 -0.74 -0.27
東京都 -0.94 -1.09 0.55 -0.53 0.50 -0.30 -0.29 -0.23 -0.26 -1.37 -0.38 -0.88 -0.48 -1.15 0.08
神奈川県 -0.40 -0.14 0.24 0.16 0.85 0.14 -0.37 -0.01 -0.19 -0.63 0.19 -0.22 -0.09 -0.52 0.21
新潟県 0.38 1.83 1.14 -0.35 -2.05 0.19 -0.07 0.20 0.07 0.25 -1.56 -0.66 -0.13 0.32 -0.21
富山県 0.38 0.38 -0.21 0.08 -0.44 0.04 1.13 0.68 0.91 1.14 0.68 0.91 0.62 0.76 0.23
石川県 0.64 0.69 -0.15 0.96 -0.05 0.42 0.73 1.53 1.13 0.66 -0.50 0.08 0.54 0.65 -0.32
福井県 0.76 1.30 -0.26 0.50 -3.56 -0.25 -0.20 0.07 -0.07 1.70 -1.56 0.07 -0.08 1.23 -0.91
山梨県 -0.60 -0.43 0.40 -1.02 0.46 -0.24 -1.50 -0.59 -1.05 -0.78 -0.75 -0.77 -0.68 -0.69 -0.18
長野県 -0.80 1.95 -1.06 -1.85 -1.85 -0.72 0.54 -0.23 0.15 -1.23 -0.35 -0.79 -0.45 -1.02 -0.71
岐阜県 0.19 0.17 -0.96 -0.03 0.54 -0.02 0.45 -0.62 -0.09 0.21 -0.79 -0.29 -0.13 0.20 -0.88
静岡県 0.55 0.50 -0.30 0.58 2.11 0.69 -0.93 -1.01 -0.97 0.25 0.48 0.36 0.03 0.40 0.09
愛知県 -0.35 0.03 0.29 -0.25 0.36 0.02 0.23 0.10 0.16 -0.14 -0.07 -0.11 0.03 -0.25 0.11
三重県 -0.40 -1.53 -0.67 -0.48 -1.07 -0.83 -0.34 -0.91 -0.62 -0.03 -0.64 -0.34 -0.60 -0.22 -0.65
滋賀県 -1.69 -0.13 0.04 -0.18 0.13 -0.37 2.07 0.86 1.46 0.11 -0.35 -0.12 0.33 -0.79 -0.16
京都府 0.72 0.17 -0.33 -0.66 -0.29 -0.08 -0.05 -0.08 -0.06 -0.56 0.52 -0.02 -0.05 0.08 0.10
大阪府 -0.31 -0.02 0.36 -0.15 -0.25 -0.07 -0.83 -0.43 -0.63 -0.80 0.04 -0.38 -0.36 -0.55 0.20
兵庫県 -0.03 0.11 0.37 0.45 0.21 0.22 0.55 0.01 0.28 -0.57 0.03 -0.27 0.08 -0.30 0.20
奈良県 0.27 0.95 0.17 -0.16 0.80 0.41 0.04 -0.08 -0.02 0.48 1.66 1.07 0.48 0.37 0.91
和歌山県 0.14 -0.57 -0.98 2.80 -1.56 -0.03 -0.66 0.47 -0.10 -0.36 0.44 0.04 -0.03 -0.11 -0.27
鳥取県 0.38 0.17 1.99 0.23 0.96 0.75 -1.50 -1.32 -1.41 1.35 -0.15 0.60 -0.02 0.87 0.92
島根県 -3.76 0.17 -0.57 -0.74 2.11 -0.56 -1.50 -1.32 -1.41 3.70 -1.56 1.07 -0.30 -0.03 -1.07
岡山県 1.10 1.07 0.91 0.36 0.61 0.81 0.67 1.00 0.83 2.75 1.77 2.26 1.30 1.92 1.34
広島県 -0.08 0.10 1.05 0.09 0.46 0.33 0.31 0.13 0.22 -0.18 0.60 0.21 0.25 -0.13 0.83
山口県 -0.45 -0.25 1.14 0.23 0.03 0.14 0.64 -1.32 -0.34 0.25 1.84 1.05 0.28 -0.10 1.49
徳島県 -0.16 -1.10 -0.87 -1.16 0.61 -0.54 -0.88 -0.65 -0.77 -0.12 2.14 1.01 -0.10 -0.14 0.63
香川県 0.62 -0.08 -0.37 1.43 0.07 0.33 1.02 -0.42 0.30 0.75 -0.56 0.09 0.24 0.69 -0.47
愛媛県 0.38 -0.16 1.53 -0.44 -0.02 0.26 -1.50 -0.73 -1.12 -1.13 -0.91 -1.02 -0.63 -0.37 0.31
高知県 -1.69 -0.88 -2.71 -1.22 0.38 -1.22 2.07 4.38 3.23 -1.40 -1.56 -1.48 0.17 -1.54 -2.14
福岡県 -0.39 -0.16 -0.84 0.52 0.97 0.02 0.07 -0.31 -0.12 -0.09 -0.07 -0.08 -0.06 -0.24 -0.45
佐賀県 1.76 2.94 -2.28 -2.68 -0.20 -0.09 -1.50 -1.32 -1.41 0.56 -1.56 -0.50 -0.67 1.16 -1.92
長崎県 1.21 0.17 2.67 1.98 -0.66 1.07 0.64 1.72 1.18 -0.22 0.99 0.38 0.88 0.49 1.83
熊本県 1.09 -0.27 1.31 1.34 -0.52 0.59 0.96 0.26 0.61 0.35 0.78 0.57 0.59 0.72 1.05
大分県 1.03 -0.49 0.33 -0.23 1.02 0.33 -0.75 -0.52 -0.63 0.89 2.02 1.46 0.38 0.96 1.17
宮崎県 2.04 -1.50 0.11 -0.35 -0.66 -0.07 1.36 1.72 1.54 0.25 0.14 0.19 0.55 1.14 0.12
鹿児島県 0.76 0.17 0.20 1.03 0.22 0.47 -0.85 -1.32 -1.08 -0.01 0.76 0.38 -0.08 0.37 0.48
沖縄県 -0.80 -2.22 -0.33 -0.18 0.13 -0.68 -1.50 -0.23 -0.87 -1.90 0.87 -0.52 -0.69 -1.35 0.27
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